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太陽光発電（PV）からの逆潮流によって配電系統の電圧が上昇する問題に対しては，配電系統側に

おける対策の他，需要側における対策も検討されている。需要側における対策は，制御対象や運用方

法により効果が大きく異なるため，その経済性を評価することが非常に難しい。需要家端で実施可能な

対策は，制御対象によって，大きく二つに分けられる。一つは，有効電力を制御するデマンドレスポンス

(DR)，もう一つは，無効電力補償である。本稿では，それぞれの対策の経済性を評価した当所の既刊

報告書を参照しつつ，両対策の結果を比較する。更に，DRによる対策と無効電力補償による対策の特

徴を明らかにすることで，両対策の協調の可能性を検証する。最後に，両対策を組み合わせた場合，

設備の稼働率に基づいて，それぞれの対策が経済的に棲み分けることが重要である点について言及

する。 
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1. はじめに 

近年，我が国においても「再生可能エネルギ

ーの固定価格買取制度（FIT: Feed-in Tariff）」等

の導入により，太陽光発電（PV: Photovoltaic）

の普及が加速している。しかしながら，住宅用

PVが配電系統に大量に連系された場合，PVか

らの逆潮流により需要家端の電圧が上昇し，電

気事業法で定められた規定値（107V）を逸脱

する可能性がある。 

電圧上昇を抑える手段としては，柱上変圧器

のタップ変更や線路用電圧調整器(SVR: Step 

Voltage Regulator)の設置，PVの出力抑制の他，

無効電力を補償することも効果的である。これ

まで，無効電力を補償することで電圧上昇を抑

制する場合，静止型無効電力補償装置(SVC: 

Static Var Compensator)を配電系統の高圧側に設

置することが検討されてきた。一方，福島(2012)，

樺澤(2012)，飯岡(2006)は，低圧設置の無効電

力補償装置を提案し，その有効性を確認してい

る。これら需要サイドにおける無効電力補償に

用いる機器（以降，需要側機器と呼ぶ）の一例

として，インバータを含む機器やμSTATCOM

（福島2012，樺澤2012）等が挙げられる。その
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他の関連研究としては，野田(2011)，三栗(2013)

がEVの無効電力制御による電圧低下補償，田

中(2009)，八太(2013)が分散型電源の無効電力

補償による電圧上昇抑制対策を提案している。 

著者らはこれまで，需要側機器による無効電

力補償の経済価値を定量的に示す手法（高木

2014，高木2015a）や，低圧系統に設置する無

効電力補償装置に関して，複数の設置方策を想

定し，その費用対効果を比較できる分析手法

（高木2015b）を提案してきた。 

一方，東日本大震災以降，需給逼迫対策とし

てピーク電力をカットするデマンドレスポン

ス(DR: Demand Response)に注目が集まってい

る。加えて，最近ではピークカット以外に，再

生可能エネルギー大量導入時の系統安定化対

策としてDRを活用することも検討されている。

河村(2013)は，PV逆潮流による電圧上昇問題に

対するDRの適用可能性を検討するため，DRの

発動日数や発動時間，必要抑制電力量を定量的

に把握し，その経済性を評価している。 

無効電力は，その特性上，装置容量(kVA)を

超えなければ，エネルギーを消費することなく，

自由に供給することが可能である。つまり，無

効電力の供給に伴って発生する費用は存在し

ない1。従って，配電系統側での電圧対策の経

済性評価は，基本的に無効電力補償装置の容量

をベースに行う。対して，DRによる対策は，

装置を新規に設置する必要性は無いが2，抑制

した有効電力量(kWh)に対してコストが発生す

る3。このように，電圧対策の経済性を評価す

                              
1 配電損失の増加等はあるが，本稿で検討する程度の無効電力

補償量であれば，経済性評価に与える影響は小さい。 
2 ただし，制御指令やその応答を伝達するための通信インフラ

の構築およびその費用は必要。 
3 需要家と電気事業者が事前に契約を締結し，系統に問題が生

じた際に需要家の有効電力を制御し，その制御量に応じた報

奨金を需要家に対して支払うインセンティブベースのDRを

想定。 

る上で，有効電力と無効電力とでは性質が大き

く異なる。本稿の目的は，需要家端での無効電

力補償による対策（高木2015b）と需要家の協

力に基づくDRによる対策（河村2013）を比較

し，その関係性を明らかにした上で，両対策の

協調の可能性を検証することにある。 

2. 電圧上昇抑制メカニズムの概要 

図1に示す2ノードモデルを用いて，PV逆潮流

による電圧上昇と有効電力・無効電力を用いた

電圧上昇抑制の関係について説明する。 

P＋jQ

Vs Vr R X 

 

図1 2ノードモデル 

 

送電端と受電端の電圧差である電圧降下Vs

－Vrは(1)式によって近似される。 

r
rs V

QXPR
VV


                     (1) 

PVL PPP                           (2) 

 

Vs, Vr：送電端電圧と受電端電圧 

P, Q：受電端の有効電力と無効電力 

R, X：：送電線の抵抗分とリアクタンス分 

PL, PPV：負荷電力とPV出力 

 

ここで，(2)式において，負荷電力PLよりもPV

出力PPVの方が大きい場合，受電端の有効電力P

はマイナス（PV逆潮流が発生している状態）

となる。この時，(1)式においては，これに抵抗

を乗じた値がマイナスの電圧降下，すなわち電

圧上昇を引き起こしていることが分かる。DR

による対策の場合，負荷電力PLを増加，または

PV出力PPVを減少させることで，PVによる逆潮

流量を緩和し，受電端の電圧を適正範囲に維持

する。一方，無効電力補償による対策の場合，

受電端の無効電力Qがプラスの値となるよう
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図2 配電系統モデルの概要 

 

に補償することで，(1)式においては，これにリ

アクタンスを乗じた値が電圧降下となる。従っ

て，PV逆潮流による電圧上昇分をキャンセ

ルするように，無効電力を補償することで，

受電端の電圧を適正範囲に維持することが

できる。 

3. 無効電力補償による対策の概要と

その特徴 

本章では，無効電力補償による対策（高

木2015b）について概説する。 

3.1 配電系統モデルの概要 

高木(2015b)が用いた配電系統モデルを図

2に示す。各需要家には，高圧配電線と接続

する30kVAの柱上変圧器の2次側より低圧

線と引込線を介して，電力が供給される。

高圧配電線のノード#A～#Eでは，1ノード

当たり30フィーダー分の低圧配電線を縮約

するものとし，各需要家ノード（#A-1～

#E-3）の縮約需要家数は120軒となる。なお，

本配電系統モデルにおける電気的特性は文

献（田中2009，三栗2013，電気協同研究会

2005）を参考に表1のように設定している。 

 

 

表1 配電系統の電気的特性 

抵抗
(Ω/km)

リアクタンス
(Ω/km)

線種

変電所送り出し用
地中ケーブル

0.076 0.095 CVT325

高圧架空線 0.126 0.309 AL240

低圧線 0.252 0.268 ALOE120

低圧引込線 2.3 0.094 DV3.2

柱上変圧器 0.0186 (Ω) 0.0328 (Ω) -  

 

3.2 無効電力補償装置の設置方策 

図2に示す配電系統モデル内の各需要家

ノード（#A-1～#E-3）にPVが順次設置され

るものとした。PVの導入パターンとして，

乱数を使って作成したランダムな順列

1,000シナリオを想定した。本研究では，電

圧逸脱を解消するために必要な容量の無効

電力補償装置を，以下に示す4種類の設置ケ

ースを想定して算出する。 

(1) SVCケース：高圧配電線の末端ノード

(#E)にSVCを設置。装置容量は，これ

までの導入実績より300kVAごとの離

散値とする。 

(2) PVノード設置ケース：PVの設置により

電圧逸脱が発生した場合，当該PV設置

ノードに無効電力補償装置を設置する。 

 

×4 軒 
（各ノードの需要家総数： 
4 軒×30 バンク=120 軒） 

#S 
#A #B #C #D #E 

A3 

A2 

A1 

B3 

B2 

B1 

C3 

C2 

C1 

D3 

D2 

D1 

E3 

E2 

E1 

CVT325:300m 

AL240:600m AL240:600m AL240:600m AL240:600m AL240:600m 

配電用変電所 

DV3.2 
20m

ALOE120 
40m 

柱上変圧器 
30kVA 

6600/210V ×30 バンク

ALOE120 
40m 

A6
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A4 

B6 

B5

B4

C6 

C5 

C4 

D6 

D5 

D4 

E6 

E5 

E4 
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(3) 需要家設置ケース：全需要家ノード(A1, 

A2, A3, B1, B2, B3, … E1, E2, E3)が無

効電力補償装置の設置可能ノードであ

り，総容量が最小となるように各ノー

ドの機器容量を決定する。 

(4) 柱上設置ケース：全柱上ノード(A4, A5, 

A6, B4, B5, B6, … E4, E5, E6)が無効電

力補償装置の設置可能ノードであり，

総容量が最小となるように各ノードの

機器容量を決定する。 

3.3 無効電力補償装置の必要容量 

無効電力補償装置の総容量の1,000シナリ

オ平均値4を図3に示す。無効電力補償装置

の総容量が最も大きいのはSVCケースで，

次いでPVノード設置ケース，柱上設置ケー

スと需要家設置ケースはほぼ同容量となっ

た。無効電力補償による電圧上昇抑制効果

はリアクタンス分に左右されるため，リア

クタンス分の小さい低圧引込線の手前に設

置する柱上設置ケースと後方に設置する需

要家設置ケースは，ほぼ同容量となってい

る。1 

0
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図3 無効電力補償装置の総容量（1,000シ

ナリオの平均値） 

                              
4 膨大な数の配電線それぞれに対して，PV の導入パター

ンは異なるので，多数ある配電線の期待値として平均

容量を用いる。 

SVCケースの容量を100%とした時の各ケ

ースの割合を示すと，PV普及率40%におい

ては，PVノード設置ケースで30%，柱上設

置ケースと需要家設置ケースで10%となっ

ている。同様に，PV普及率100%においては，

PVノード設置ケースで40%，柱上設置ケー

スと需要家設置ケースで28%となっており，

PV普及率が低い時程，低圧に設置する3ケ

ースの総容量の割合が小さくなっている。

第3.2節で述べたように，本研究ではPVを縮

約した需要家ノード単位で順次設置するた

め，PV普及率が低いほど，PVが偏在する。

また，SVCは需要家端の電圧を高圧線から

一括して補償するのに対して，低圧用無効

電力補償装置5は需要家近辺に設置するこ

とで，局所的に作用するといった特徴があ

る。つまり，PV普及率が低い程，電圧逸脱

が局所的に発生するため，低圧に設置する3

ケースの効果が大きくなったと解釈できる。 

柱上設置ケースと需要家設置ケースの総

容量がPVノード設置ケースより小さい理

由は，設置候補となるノード数が多いため

であり，これは最適配置による効果と解釈

できる。2 

4. DRによる対策の概要とその特徴 

本章では，DRによる対策の評価手法（河

村2013）について概説する。 

4.1 配電系統モデルの概要 

河村(2013)が用いた高圧配電系統モデル

を図4に，低圧配電系統モデルを図5に示す。

低圧配電線は，柱上変圧器を中心にして，2

方向に2径間ずつ延びている。ここで，図4
                              
5 PV ノード設置ケース，柱上設置ケース，需要家設置ケ

ースでは低圧側に無効電力補償装置を設置するので，

本 3 ケースにおける装置を総称して，低圧用無効電力

補償装置と呼ぶ。 
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に示すパターンiは，高圧系統全体にわたっ

て負荷およびPVが均等分散しているケー

ス，パターンiiは高圧系統の後半部分のみに

おいて負荷およびPVが均等分散している

ケースを表す。ただし，本稿の目的は，負

荷およびPVの分布パターンの違いによる

影響を詳細に分析することではなく，DRに

よる対策の傾向を把握することにある。こ

れに加え，パターンiとiiのいずれにおいて

も同様の傾向を示していることから，以降

はパターンiの結果のみを紹介する。なお，

DRによる必要抑制電力量は，全て理想的に

実施されるものとする。 

住宅負荷配電線（PV連系有り）
配電用

変電所

66/6kV
商工業負荷配電線（PV連系なし）

：パターンⅰの住宅負荷、PV分布エリア

：パターンⅱの住宅負荷、PV分布エリア

 
出所：河村(2013) 

図4 高圧配電系統モデル 

 

SS

SS:配電用変電所

太点線:低圧線、細点線:引込線、実線:高圧線
 

出所：河村(2013) 

図5 低圧配電系統モデル 

 

4.2 DRによる対策の評価結果 

DRによって対策を行った場合の必要抑制

電力量を図6に示す（図中，●付実線）。 
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出所：河村(2013) 

図6 DR対策時の必要抑制電力量と設備対

策時の年経費率の変化（パターンi） 

 

図6より，PV連系率の増加とともに，必要

抑制電力量が逓増的に増加していることが

分かる。一方，図3に示すように，無効電力

補償による対策の場合，装置容量はほぼ線

形に増加する。なお，河村(2013)も，PV連

系率ごとに必要な無効電力量を試算してお

り（表2），本容量にSVCの年経費を乗じた

ものが，図6における設備対策年経費（△付

破線）である。併せて，PV連系率が増加す

ると，必要抑制電力量（DRによる対策）は

急激に増加するのに対し，設備年経費（無

効電力補償による対策）は概ね直線的に増

えている点を指摘している。 
 

表2 電圧適正化対策に必要な無効電力量

の試算結果 
   

 
PV 
連系率 

必要な最大無効電力量[kvar]

パターンⅰ パターンⅱ 

30% 300 400 

40% 600 800 

50% 1000 1300 

出所：河村(2013) 
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5. 評価結果の分析と考察 

5.1 無効電力補償装置の設備容量は何に

よって決まるか 

無効電力補償による対策の場合，PV逆潮

流による電圧上昇分をキャンセルするよう

に，無効電力を補償する。本原則を(1)式に

適用すると，分子第1項の電圧上昇分と分子

第2項の電圧下降分の和がゼロとなるに無

効電力を補償することになる。本条件より，

PV連系率に比例して増加した逆潮流分に

対し，抵抗とリアクタンスの比(R/X)を乗じ

た値が，電圧を適正範囲に維持するのに必

要な無効電力量となることが分かる。ただ

し，これは電圧が上限値に達した後に成立

する条件であり，規定範囲内である間は，

必要な無効電力補償量はゼロとなる。以上

の理由により，図3に示す無効電力補償装置

の容量は，PV普及率に対して，電圧逸脱発

生後，ほぼ線形に増加しているものと推測

される。 

5.2 DRの必要抑制電力量は何によって決

まるか3 

図7に，年間の逆潮流を大きい順に並べ替

えた潮流持続曲線6を示す。無効電力補償に

よる対策の場合，電圧面で最も厳しい１断

面（図7において矢印で示した高さ）から必

要な装置容量を算出する。これに対し，DR

による対策の場合，年間の逆潮流状態に基

づいたシミュレーション（図7において斜線

の面積）から必要な抑制電力量を算出する7
4。

                              
6 配電線の送り出し電力について，逆潮流を正として大

きい順に並び替えたもの 
7 厳密には，配電用変圧器の送り出し電圧や配電性のイ

ンピーダンスによって，電圧逸脱が発生する逆潮流量

の値も異なり，逆潮流量の全てを対象とする必要は無

い。ここでは，無効電力補償による対策が潮流持続曲

 

図7を見ると，PV連系率に対して，デュレ

ーションカーブの高さはほぼ比例的に増加

しているのに対して，面積は急激に増加し

ている様子が見てとれる。その結果，無効

電力補償装置の容量は線形に増加し，DRに

よる必要抑制電力量は逓増的に増加したと

解釈できる。 
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*矢印と斜線は著者が追記  出所：河村(2013) 

図7 潮流持続曲線（PV連系率30%～50%住宅

負荷配電線の例） 

図8にDR対策時におけるブレークイーブ

ンコストを示す。本ブレークイーブンコス

トはDR導入に伴い回避できる設備対策費

（SVCの設置費用）を逆潮流の抑制電力量

で除することで算出されており，PV連系率

が低い時に比較的大きなブレークイーブン

コストとなっている。また，表3に示すよう

に，PV連系率が低い時程，DRの発動時間が

短くなっている。PV連系率が低い時は，年

間の逸脱時間が短いので，この時に無効電

力補償装置を設置すると設備の稼働率が低

くなる。つまり，無効電力補償装置の稼働

率が低くなる場合には，DRで対応した方が

経済的といえる。 

                                          

線の「高さ」を問題とするのに対し，DR による対策が

「面積」を問題とする点に焦点を当て，厳密性よりも

簡便性を重視し，このような条件の下，以降の説明を

行う。 
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出所：河村(2013) 

図8 DR対策時におけるブレークイーブン

コストの試算結果 

 
表3 DR発動が必要な時間数 

   PV 
   連系率 
 
DR 発動 

30% 40% 50% 

発動が必要な

年間延べ時間

数 
55 331 918 

出所：河村(2013) 

 
 

5.3 無効電力補償による対策とDRによる

対策の比較 

本節では，第3.3節で得られた結果を参照

しつつ，低圧用無効電力補償装置をDRに置

き換えても，同様の結果が得られるのか考

察してみる。 

まず，「SVCは需要家端の電圧を高圧線か

ら一括して補償するのに対して，低圧用無

効電力補償装置は需要家近辺に設置するこ

とで，局所的に作用するといった特徴があ

る。」点であるが，DRも需要家端で実施さ

れるため，DRに置き換えても同様のことが

言える。従って，低圧用無効電力補償装置

による対策とDRによる対策は，PV普及率が

低い時に効果的な，局所的な電圧上昇抑制

効果を，ともに備えているといえる。 

次に，最適配置による効果であるが，こ

れはDRにも当てはまる。DRも需要家端で

実施されるので，設置候補となるノードは

多数存在する。従って，電圧上昇抑制効果

の高い需要家を選択して，契約することが

できれば，最適化の効果が得られる。ただ

し，DRを実施する上でこのような選択的な

契約が実現可能かに関しては，別途，検討

が必要である。 

5.4 協調の可能性 

これまでの議論を踏まえ，無効電力補償

による対策とDRによる対策の協調を検証

する。本可能性は，河村(2013)も指摘してお

り，両対策を組み合わせた場合のシミュレ

ーションによる最適な経済性の評価，分析

（オプションとしてのDR適用に関する評

価，分析）を今後の課題として挙げている。 

具体的には，無効電力補償装置の稼働率

が高くなるよう8
5，潮流持続曲線のボトム部

分（図9において矢印の部分）を無効電力補

償による対策が分担する。また，無効電力

補償装置を設置すると稼働率が低くなるピ

ーク部分（図9において斜線の部分）はDR

による対策が分担する。本棲み分けは，無

効電力補償装置のコストとDRプログラム

の実施コストにより決定される。実際の運

用方法としては，電圧逸脱が発生した際，

無効電力補償装置が優先的に稼働し，それ

でも逸脱が解消されない場合，DRが発動さ

れることで両対策が棲み分けることになる。 

                              
8453545556                                   
5861 文献[  3]で調査した周波数調整型 DR は，自動発

電機制御（AGC）を対象としている。AGC とは，日本で言

われる発電機の経済負荷配分と負荷周波数制御の総称であ

る。 

8 第1章で述べた様に、無効電力補償装置の場合、装置

の設置費用は発生するが、無効電力の供給に伴う費

用は発生しない。従って、装置の設置費用を無効電

力の供給量で除した単位無効電力量当たりの費用は

設備の稼働率が高い（無効電力の供給量が多い）程、

低くなる。 
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*矢印と斜線は著者が追記  出所：河村(2013) 

図9 潮流持続曲線に基づいた無効電力補

償対策とDR対策の棲み分け 

 

6. まとめ 

本稿では，PV逆潮流による電圧上昇問題

に関し，無効電力補償による対策とDRによ

る対策の結果を比較することで，両対策の

特性を明らかにした。 

無効電力補償による対策の場合，潮流持

続曲線の高さから必要な装置容量を決定す

るのに対し，DRによる対策の場合，潮流持

続曲線の面積に基づいて必要な抑制電力量

を算出する。また，装置の稼働率が高くな

る場合には，無効電力補償装置の設置，装

置の稼働率が低くなる場合には，DRの方が

経済性の高い対策となる。すなわち，潮流

持続曲線において，ベース部分を無効電力

補償による対策が分担し，ピーク部分をDR

による対策が分担することで両対策が経済

的に棲み分けることになる。 

本稿では，需要側における対策に注目し

て，需要家近辺で対策を行うことで局所的

に作用できる点や，最適配置による効果の

可能性を整理した。これらは，対策実施箇

所の自由度の高さに起因するものであるが，

このような前提とするためには，今後，解

決すべき課題があることにも留意しなけれ

ばならない。例えば，需要側における対策

では，制御対象が膨大となるので，通信イ

ンフラの構築や，制御協調の問題がある。

加えて，多数の需要家の関与を必要とする

ことから，簡便で透明性の高い制度を構築

する必要が有る。また，DRに関しては，河

村(2013)が指摘しているように，DR参加需

要家をPV設置需要家に限るか，負荷のみの

需要家も含める必要があるかといった参加

対象範囲の議論も重要となってくる。従っ

て，需要側における対策のメリットとデメ

リットを天秤にかけた上で，その実現性を

見極める必要性が有る。本稿で示した考え

方は，需要側における対策の経済性を向上

させるもので，その実現の一助になるもの

と考える。 
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